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 精神科病院の医師が家族らの同意を得て患者を強制的に入院させる「医療保

護入院」について、厚生労働省は２１日までに、制度の将来的な廃止も視野に

入れ、縮小する方向で検討に入った。医療保護入院は精神科の入院患者の半数

近くを占め、不要な長期入院が問題になっているほか、国際的に人権侵害との

批判が出ている。前身の制度ができた１９５０年以来、厚労省が廃止を打ち出

すのは初めてとみられる。 

 精神科病院を巡っては、虐待事件も絶えないことから、厚労省は病院職員ら

に虐待の自治体への通報を義務付けることも検討。有識者検討会での議論を踏

まえ、早ければ年内に精神保健福祉法などの改正案を国会へ提出する方針だ。 

 精神科の入院制度は医療保護入院のほか、自分や他人を傷つける恐れがある

人を都道府県知事らの権限で強制的に入院させる「措置入院」、本人の同意に

基づく「任意入院」がある。 

 厚労省によると、精神科の入院患者約２７万人のうち、約１３万人が医療保

護入院。厚労省は訪問診療など地域医療の態勢を強化することで、入院前に重

症化を予防したり、退院を促進したりする考え。入院の要件を満たすかどうか、

半年ごとの確認を病院に義務付ける案も出ている。 

 虐待については、福祉施設や雇用主には障害者虐待防止法で通報が義務付け

られているが、医療機関は対象外。２０２０年に神戸市の精神科病院で看護師

ら６人が逮捕された事件を受け、障害者団体などから病院にも通報義務を課す

よう求める声が高まっていた。厚労省は同法か精神保健福祉法の改正で対応す

る考え。 

 このほか、病院から独立した立場で入院患者から話を聞き、要望や意見を医

師らに伝える外部の専門家「意思表明支援者」（仮称）を創設することも検討。

患者の権利を守るのが目的で、退院を請求できる仕組みなどの情報を提供する。

研修を受けた精神疾患経験者や福祉職、弁護士ら多様な担い手を想定している。 



 精神医療の現状 

厚生労働省によると、精神障害のある人は２０１７年時点で全国に約４１９万

人いる。うち入院患者は２０年６月時点で約２７万人。６割は入院期間が１年

以上で、１０年以上も約４万８千人いる。病床数、入院期間とも先進国の中で

は突出している。疾患別では統合失調症が半分以上を占めるが、認知症も約４

万８千人に上る。全体的に高齢化が進み、６割超が６５歳以上の高齢者。医師

や看護師の配置基準が低いため身体拘束や隔離、鎮静のための薬投与が安易に

行われているとの批判が根強い。 

 


